
２０２５年９月１２日 
企業会計基準委員会 御中 

服部 隆 （ＣＭＡ、ＣＩＩＡ） 

企業会計基準公開草案第 87 号 「後発事象に関する会計基準（案）」等の公表、に関して、
以下コメント提出いたします。  

◆質問 1（後発事象の対象期間に関する基本的な取扱いに関する質問）
「財務諸表の公表の承認日」までを後発事象の対象期間とする本公開草案の提案に同意
しますか。同意しない場合には、その理由をご記載ください。

【コメント】 
「財務諸表の公表の承認日」までを後発事象の対象期間とすること自体には同意します。 

但し「財務諸表の公表の承認日」は我が国において、これまで一般的な用語ではなかったた
め、「用語の定義」に明記した上で、結論の背景でもう少し丁寧に補足すべきと考えます。 

・特に「財務諸表の公表」が何を指すのか、明確にすべきではないでしょうか。
有報提出会社における「財務諸表の公表」は具体的には、金商法に基づき有報を内閣総理大
臣に提出し公衆の縦覧に供されること、を指すという理解でよろしいでしょうか。
（IFRS 任意適用企業の有報では、「有報提出日」＝「財務諸表の公表の承認日」＝「監査報
告書日」）がスタンダードとなっているようですので）

もしそうであれば、単に「財務諸表の公表」だけでは、例えば決算発表時の決算短信に、監
査未済の金商法に基づく財務諸表を添付し公表することも含まれるのではないかと、誤解
されるおそれがあるのではないかと思料します。 

・一方で、有報を提出しない会計監査人設置会社（非上場・金商法非開示の会社法大会社な
ど）においては、金商法に基づく財務諸表を作成しませんので、「財務諸表の公表」及び「財
務諸表の公表の承認日」は存在しないとの理解でよろしいでしょうか。あるいは適用指針案
の第３～４項の規定等から類推し、会計監査人による「計算書類等に関する確認日」を「財
務諸表の公表の承認日」とみなすということなのか、明確化のためにより丁寧な説明が必要
ではないでしょうか。

以 上 
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